
小牧市地域防災計画 ―地震災害対策計画― 平成２４年１１月 新旧対照表                                                            市長公室危機管理課 

                                                   - 1 - 

現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

第１編 総則 

第３章 被害想定 

第２節 地震被害の予測 

  ２ 東海地震、東南海地震等の被害予測結果 

    想定条件 

    地震 

項目 
東海地震 東南海地震 

東海・東南海地震の

連動 

養老・桑名・四日

市断層帯 

規模 Mw7.96 Mw8.15 Mw8.27 M7.4 

震源の位置 駿河湾 串本沖～浜松沖 串本沖～駿河湾 岐阜県～三重県 

震源の深さ 約10～30ｋｍ 約５～18ｋｍ 

想定ケース ①冬早朝５時  ②春秋12時  ③冬夕刻18時 

調査単位 市町村又は500mメッシュ 

調査項目 地振動・液状化・津波・建物倒壊・火災・交通施設・人的被害ほか 

 

 

第４章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

（４）避難地、避難路、消防用施設その他地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備を行う。 

（10）公共土木施設、農林水産業施設等の新設、改良及び防災並びに災害復旧を行う。 

（15）交通規制、警戒区域の設定その他社会秩序の維持を行う。 

２ 県関係機関 

（１）県 

  ウ 避難地、避難路その他地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備を行う。 

４ 指定公共機関 

（４）日本赤十字社 

エ 日頃から備蓄してある赤十字救援物資（毛布、緊急セット、お見舞い品セット等）を被災者のニーズに応じて

配分する。なお、配分に当たっては地方公共団体や防災ボランティア等の協力を得ながら行う。 

 

第２編 災害予防 

第１章 防災協働社会の形成推進 

第１節 防災協働社会の形成推進 

  １ 市における措置 

   （３）業務継続計画の策定 

     市は、激甚な被害を被った場合に備え、発災後に実施する災害応急対策及び継続する必要性の高い通常業務等を

行うための業務継続計画を策定し、そのために必要な実施体制を整えるよう努めるものとする。 

 

 

第２節 自主防災組織・ボランティア団体との連携 

実施担当 福祉課、消防総務課、危機管理課 

第３節 企業防災の促進 

  １ 企業における措置 

   企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域との共生）を

十分に認識し、各企業において、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めると

ともに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施
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第１編 総則 

第３章 被害想定 

第２節 地震被害の予測 

  ２ 東海地震、東南海地震等の被害予測結果 

    想定条件 

    地震 

項目 
東海地震 東南海地震 

東海・東南海地震の

連動 

養老・桑名・四日

市断層帯 

規模 Mw7.96 Mw8.15 Mw8.27 M7.4 

震源の位置 駿河湾 串本沖～浜松沖 串本沖～駿河湾 岐阜県～三重県 

震源の深さ 約10～30ｋｍ 約５～18ｋｍ 

想定ケース ①冬早朝５時  ②春秋12時  ③冬夕刻18時 

調査単位 市町村又は500mメッシュ 

調査項目 地振動・液状化・津波・建物倒壊・火災・交通施設・人的被害ほか 

  Ｍｗ：モーメントマグニチュード  Ｍ：気象庁マグニチュード 

 

第４章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

（４）避難場所、避難路、消防用施設その他地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備を行う。 

（10）公共土木施設、農林水産業施設等の新設、改良及び防災対策並びに災害復旧を行う。 

（15）交通整理、警戒区域の設定その他社会秩序の維持を行う。 

２ 県関係機関 

（１）県 

  ウ 避難場所、避難路その他地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備を行う。 

４ 指定公共機関 

（４）日本赤十字社 

エ 日頃から備蓄してある赤十字救援物資（毛布、緊急セット等）を被災者のニーズに応じて配分する。なお、配

分に当たっては地方公共団体や防災ボランティア等の協力を得ながら行う。 

 

第２編 災害予防 

第１章 防災協働社会の形成推進 

第１節 防災協働社会の形成推進 

  １ 市における措置 

   （３）業務継続計画の策定 

     市は、激甚な被害を被った場合に備え、発災後に実施する災害応急対策及び継続する必要性の高い通常業務等を

行うための業務継続計画を策定し、そのために必要な実施体制を整えるよう努めるものとする。 

     また、計画策定後は、より実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保に努めるとと

もに、定期的な研修・訓錬等を通じた見直しを行うことにより、計画の定着や改訂などを行うものとする。 

第２節 自主防災組織・ボランティア団体との連携 

実施担当 福祉課、消防総務課、予防課、危機管理課 

第３節 企業防災の促進 

  １ 企業における措置 

   企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域との共生）を

十分に認識し、各企業において、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努

めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の
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現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

する等の防災活動の推進に努めるものとする。 

 

 

第２章 建築物の安全化 

第２節 交通・ライフライン関係施設等の整備 

 ８ ガス施設 

 （３）応急復旧体制の整備 

  ア 関係官庁、（社）日本ガス協会等との非常時の連絡体制の整備、強化を図る。 

  イ～キ（略） 

  ク 社団法人日本ガス協会を通じた全国規模の救援隊受入れのため、応急復旧用資機材置場、駐車場、仮設事務所用地、

救援隊員用の宿泊施設、食料・飲料水、その他必要物資、備品等の確保についての調査及び調達体制の整備を図る。 

 

第５章 防災施設等の整備 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市、防災関係機

関 

１(1) ・１(2) （略） 
 
１(3) ～１(5)（略）  

防災施設・設備

及び災害用資

機材の整備 

消防機関（市） ２ 消防施設・設備の整備改善及び性能調査 

   

 

１ 市における措置 

  （１）・（２）（略） 

  （追加） 

 

 

 

 

  （３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

第６章 避難者･災害時要援護者対策 

■ 基本方針 

○ 市は、災害時要援護者についての平常時からの所在情報の把握・管理及び安否確認・避難誘導体制の整備等の際には、

災害時要援護者の避難対策に関する検討会（内閣府・消防庁・厚生労働省・国土交通省）作成の「災害時要援護者の避難

支援ガイドライン」を踏まえ、県が作成している「市町村災害時要援護者支援体制マニュアル」に沿ってそれぞれ策定に

努めるものとする。 
 

 

■ 主な機関の措置 
区 分 機関名 主な措置 

第３節 

避難道路の確

市、警察、避難

措置の実施者 

１(1) ・１(2)（略）  

１(3) 広域避難場所及び周辺道路の交通規制 

 

 

 

 

 

３９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５４ 
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点検・見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継

続上の取組みを継続的に実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。 

 

第２章 建築物の安全化 

第２節 交通・ライフライン関係施設等の整備 

 ８ ガス施設 

 （３）応急復旧体制の整備 

  ア 関係官庁、一般社団法人日本ガス協会等との非常時の連絡体制の整備、強化を図る。 

  イ～キ（略） 

  ク 一般社団法人日本ガス協会を通じた全国規模の救援隊受入れのため、応急復旧用資機材置場、駐車場、仮設事務所用

地、救援隊員用の宿泊施設、食料・飲料水、その他必要物資、備品等の確保についての調査及び調達体制の整備を図る。 

 

第５章 防災施設等の整備 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市、防災関係機

関 

１(1) ・１(2)（略） 
１(3) 防災中枢機能の充実 
１(4) （略） 

１(5) 地震計等観測機器の維持・管理 
１(6) ・１(7)（略） 

防災施設・設備

及び災害用資

機材の整備 

消防機関（市） ２ 消防施設・設備の整備改善及び性能調査 

  １ 市における措置 

  （１）・（２）（略） 

  （３）防災中枢機能の充実 

    保有する施設、設備について、代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十部な期間の発

電が可能となるような燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した食料、飲料

水、燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の設備等非常用通信手段の確保を

図るものとする。 

  （４）（略） 

  （５）地震計等観測機器の維持・管理 

    市は、震度観測点の減少等により、震度の分布状況の把握に支障をきたし、初動対応に遅れが生じること等がないよ

う、地震計等観測機器の維持・管理に努める。 

  （６）・（７）・（８）（略） 

 

第６章 避難者･災害時要援護者対策 

■ 基本方針 

○ 市は、災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時

より、災害時要援護者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとともに、これらの者に係る避難誘導体制の整備を

図るものとする。その際には、災害時要援護者の避難対策に関する検討会（内閣府・消防庁・厚生労働省・国土交通省）作

成の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」を踏まえ、県が作成している「市町村災害時要援護者支援体制マニュアル」

を活用するものとする。 

 

■ 主な機関の措置 
区 分 機関名 主な措置 

第３節 

避難道路の確

市、警察、避難

措置の実施者 

１(1) ・１(2) （略） 

（削除） 
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現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

保と交通規制

計画 

第１節 避難場所の確保 

  １ 市における措置 

  （２）広域避難場所の選定 

    イ 広域避難所における避難民１人当たりの必要面積は、おおむね２㎡以上とる。 

第２節 避難所の整備 

  １ 市における措置 

  （３）避難所が備えるべき設備の整備 

   避難所にテント、仮設トイレ、毛布等の整備を図るとともに、災害時要援護者にも配慮した施設・設備の整備に努め

る。 
第３節 避難道路の確保と交通規制計画 

  １ 市、警察及びその他避難措置の実施者における措置 
  （３）広域避難場所及び周辺道路の交通規制 

    地震時における混乱を防止し、避難を容易にするため、警察署は次により広域避難場所及びその周辺道路における

交通規制を可能な限り実施しておくものとする。 

   ア 広域避難場所内にある道路は駐車規制をする。 
   イ 広域避難場所周辺の幅員3.5ｍ以上の道路は、避難場所200ｍ以内を駐車規制する。 
   ウ 広域避難場所周辺の幅員3.5ｍ未満の道路は原則として車両通行禁止とする。 
   エ 上記以外の道路については、広域避難場所から流出方向への一方通行、指定方向外進行禁止及び歩行者用道路等

により車両の通行を抑制する。 
第４節 避難に関する広報 

実施担当 秘書広報課、河川課、危機管理課 

 

第７章 火災予防･危険性物質の防災対策 

第１節 火災予防対策に関する指導 

  １ 市における措置 

  （４）建築確認同意制度 

     （略） 

第２節 消防力の整備強化 

実施担当 消防総務課、上下水道部、予防課、消防署、危機管理課 

第３節 危険物施設防災計画 

  ２ 危険物施設の管理者における措置 
  （２）大規模タンクの耐震性の強化 
    容量1,000kl以上の特定屋外タンク貯蔵所の所有者、管理者又は占有者は、当該タンクの基礎、地盤及びタンク本体

の構造が危険物関係法令に定められた耐震性に関する基準に適合するよう、必要な改修、補修等を実施し、耐震性の

強化に努める。 

 

第８章 広域応援体制の整備 

■ 基本方針 

○ 市等の防災関係機関は、大規模な災害等が発生した場合において、速やかに災害応急活動等が実施できるよう、あらか

じめ相互応援協定を締結する等、広域的な応援体制の整備を図るものとする。 
 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 
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保と交通規制

計画 

第１節 避難場所の確保 

  １ 市における措置 

  （２）広域避難場所の選定 

    イ 広域避難場所における避難民１人当たりの必要面積は、おおむね２㎡以上とる。 

第２節 避難所の整備 

  １ 市における措置 

  （３）避難所が備えるべき設備の整備 

    避難所にテント、仮設トイレ、毛布等の整備を図るとともに、空調、洋式トイレなど災害時要援護者にも配慮した施

設・設備の整備に努める。 
第３節 避難道路の確保と交通規制計画 

  １ 市、警察及びその他避難措置の実施者における措置 
  （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
第４節 避難に関する広報 

実施担当 秘書広報課、協働推進課、市政戦略課、河川課、危機管理課 

 

第７章 火災予防･危険性物質の防災対策 

第１節 火災予防対策に関する指導 

  １ 市における措置 

  （４）建築同意制度の活用 

     （略） 

第２節 消防力の整備強化 

実施担当 消防総務課、上下水道部水道課、予防課、消防署、危機管理課 

第３節 危険物施設防災計画 

  ２ 危険物施設の管理者における措置 
  （２）大規模タンクの耐震性の強化 
    容量1,000kl以上の特定屋外タンク貯蔵所及び容量500ｋｌ以上の準特定屋外タンク貯蔵所の所有者、管理者又は占

有者は、当該タンクの基礎、地盤及びタンク本体の構造が危険物関係法令に定められた耐震性に関する基準に適合する

よう、必要な改修、補修等を実施し、耐震性の強化に努める。 

 

第８章 広域応援体制の整備 

■ 基本方針 

○ 市等の防災関係機関は、大規模な災害等が発生した場合において、速やかに災害応急活動等が実施できるよう、あらかじ

め相互応援協定を締結するなど、広域的な応援体制の整備を図るものとする。なお、相互応援協定の締結にあたっては、大

規模な地震・津波災害等による同時被災を避ける観点から、近隣の団体に加えて、遠方に所在する団体との間の協定締結も

考慮するものとする。 
■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 
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市 １ 相互応援協定の締結 第２節 

広域応援体制

の整備 

防災関係機関 ２ 要請手続等の整備 

第３節 

救援隊による

協力体制の整

備 

市 １（1）緊急消防援助隊 

１（2）広域航空消防援助隊 

１（3）愛知県広域消防相互応援協定 

第２節 広域応援体制の整備 

  １ 市における措置 

    市は、市域に係る災害について適切な応援措置を実施するため災害対策基本法第67条の規定により、他の市町村と
の間で災害に関し、物資等の提供、あっせん及び人員の派遣等について応援協定を締結するよう努める。 

    また、既に締結されている応援協定のほか、愛知県を通じて県外の消防機関に対して応援を求めることができるよ

うにしている。 

 

 

第３節 救援隊等による協力体制の整備                                    

  １ 市における措置 

  （３）愛知県広域消防相互応援協定 

     市は、愛知県下に大規模災害等が発生した場合において、「愛知県内広域消防相互応援協定」に基づく消防応援活

動が、迅速、的確に実施できるように努めるものとする。 

 

第９章 防災訓練及び防災意識の向上 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 １(1) 総合防災訓練 

１(3) 浸水対策訓練 

１(4) 招集訓練 

１(5) 防災関係機関等の実施する防災訓練の指導協力 

１(6) 訓練の検証 

１(7) 図上訓練等 

防災関係機関 ２ 通信連絡訓練 

第１節 

防災訓練の実

施 

市、私立各学校

等管理者 

３(1) 計画の策定及び周知徹底 

３(2) 訓練の実施 

３(3) 訓練の反省 

 

 

 

第１節 防災訓練の実施 

実施担当 危機管理課、総務課、消防署 

 

１ 市における措置 

（１）総合防災訓練 

市は、毎年９月１日の防災の日を中心に、市の地域における防災関係機関とできる限り多くの民間企業、ボラン

ティア団体及び災害時要援護者を含めた市民等の協力のもとに大規模な地震に関する総合防災訓練を実施する。 

訓練の実施に当たっては、地震規模や被害の想定を明確にするとともに訓練シナリオに緊急地震速報を取り入れ

る等、より実践的な内容となるように努め、次のとおり実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６９ 

 

 

 

 

 

 

 

７０ 

 

 

 

 

 

７１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 １（1）相互応援協定の締結 

１（2）防災活動拠点の確保 

第２節 

広域応援体制

の整備 
防災関係機関 ２ 要請手続等の整備 

第３節 

救援隊による

協力体制の整

備 

市 １（1）緊急消防援助隊 

１（2）広域航空消防援助隊 

１（3）愛知県内広域消防相互応援協定 

第２節 広域応援体制の整備 

  １ 市における措置 

  （１）相互応援協定の締結 

    市は、市域にかかる災害について適切な応援措置を実施するため、災害対策基本法第 67 条の規定により、他の市町

村との間で災害に関し、物資等の提供、あっせん及び人員の派遣などについて応援協定を締結するよう努める。 

  （２）防災活動拠点の確保 

    市は、大規模な災害が発生し県内外からの広域的な応援を受ける場合に、自衛隊・警察・消防を始めとする応援隊等

の人員・資機材・物資の集結・集積に必要となる活動拠点について、関係機関と調整の上、確保に努めるものとする。 

第３節 救援隊等による協力体制の整備 

  １ 市における措置 

  （３）愛知県内広域消防相互応援協定 

     市は、愛知県下に大規模災害等が発生した場合において、「愛知県内広域消防相互応援協定」に基づく消防応援活

動が、迅速、的確に実施できるように努めるものとする。 

 

第９章 防災訓練及び防災意識の向上 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 １(1) 総合防災訓練 

１(2) 個別の防災訓練 

１(3) 浸水対策訓練（水防訓練） 

１(4) 招集訓練 

１(5) 防災関係機関等の実施する防災訓練の指導協力 

１(6) 訓練の検証 

１(7) 図上訓練等 

防災関係機関 ２ 通信連絡訓練 

第１節 

防災訓練の実

施 

市、私立各学校

等管理者 

３(1) 計画の策定及び周知徹底 

３(2) 訓練の実施 

３(3) 訓練の反省 

 

第１節 防災訓練の実施 

実施担当 危機管理課、総務課、消防総務課、予防課、消防署 

 

１ 市における措置 

（１）総合防災訓練 

市は、毎年９月１日の防災の日を中心に、市の地域における防災関係機関とできる限り多くの民間企業、ボラン

ティア団体及び災害時要援護者を含めた市民等の協力のもとに大規模な地震に関する総合防災訓練を実施する。 

訓練の実施にあたっては、訓練の目的を具体的に設定した上で地震規模や被害の想定を明確にするとともに、あ

らかじめ設定した訓練効果が得られるように訓練参加者、使用する器材及び実施時間等の訓練環境などについて具

体的な設定を行い、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど、より実践的な内容となるように努め、次
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   （２）個別の防災訓練 

      自主防災会、婦人消防クラブ、事業所等が独自に計画して、地域の住宅密集度、道路事情、人口、世帯数等に

より、あるいは事業所の事業種別、従業員数等、それぞれの実情に合った訓練を行う。 
      なお、訓練の実施に当たっては、自主防災会及び婦人消防クラブの訓練の場合は、消防職員が実技の指導をし、

必要な資機材等についてもなるべく貸与又は支給する等の便宜を図る。 

  （６）訓練での検証 

      市は、訓練での課題等を整理し、必要に応じて改善措置を講じるものとする。 

 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

実施担当 秘書広報課、総務課、教育総務課、学校教育課、危機管理課、消防署 

第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 

実施担当 危機管理課、秘書広報課、総務課、教育総務課、学校教育課、消防署 

 

第３編 災害応急対策 

第１章 活動態勢（組織の動員配備） 

第１節 災害対策本部の設置・運営 
実施担当 危機管理課、総務課、消防総務課、消防署、関係機関 

 

  １ 市における措置 

  （１）災害対策本部 

    エ 非常連絡 

     災害応急対策を円滑に実施するため平常時においても体制を確立しておき、非常の際はこれに基づき速やかに行

動するものとする。市の災害対策本部における各課職員（班員）の動員の要領は次のとおりとする。 

    （ア）配備の編成 

       各班の班長（課長等）は、小牧市非常配備基準に基づき、あらかじめその配備につく職員を定め、職員にそ

の旨を徹底するとともに、非常配備につく職員の氏名を消防長に報告するものとする。 

    （ウ）非常連絡並びに動員 

      ① 消防署の通信担当職員が、県より非常配備に該当する地震情報等を受領したときは、直ちに消防長及び必

要と認める上司に報告し、その指示を受けなければならない。 

      ② 担当職員は消防長及び必要と認める上司から報告に対する指示を受けたとき、又は当該指示を受ける以前

であっても状況により自ら必要と判断したときは、速やかに各課伝達責任者に対し電話連絡を依頼する等必

要な措置をとるものとする。 

    （オ）職員の動員要請 

       各部長は、災害対策活動を実施するに当たり、職員が不足し、他部の応援を必要とするときは、応援職員動

員要請書により消防長に通報するものとする。 

    （カ）動員状態の把握及び通報 

       各部長は第３非常配備体制に入った場合は、常に各班の職員の動員状態を把握するとともに、適時その状態

を職員動員状況通報により消防長に通報するものとする。 

  （２）本部員会議 

    イ 本部員会議の開催 

    （オ）本部員は会議の招集を必要と認めたときは、消防長にその旨を申し出るものとする。 

第２節 職員の派遣要請等 

  １ 市における措置 

  （２）他市町村の職員の派遣要請（地方自治法第252条の17） 
     市長は、市の事務処理のため特別の必要があると認める場合、他の市町村長に対して、職員の派遣を要請するこ

 

７２ 

 

 

 

 

 

７３ 

 

 

７４ 

 

７７ 

 

 

 

８１ 

 

 

 

 

８２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８３ 

 

 

８４ 

 

 

のとおり実施する。 

   （２）個別の防災訓練 

      自主防災会、婦人消防クラブ、事業所等が独自に計画して、地域の住宅密集度、道路事情、人口、世帯数等によ

り、あるいは事業所の事業種別、従業員数等、それぞれの実情に合った訓練を行う。 
      なお、訓練の実施に当たっては、自主防災会及び婦人消防クラブの訓練の場合は、職員が実技の指導をし、必要

な資機材等についてもなるべく貸与又は支給する等の便宜を図る。 

 （６）訓練での検証 

      市は、訓練後には訓練成果を取りまとめ、課題等を整理し、必要に応じて改善措置を講じるとともに、次回の訓

練に反映させるよう努めるものとする。 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

実施担当 秘書広報課、総務課、教育総務課、学校教育課、危機管理課、消防総務課、予防課、消防署 

第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 

実施担当 危機管理課、秘書広報課、総務課、教育総務課、学校教育課、消防総務課、予防課、消防署 

 

第３編 災害応急対策 

第１章 活動態勢（組織の動員配備） 

第１節 災害対策本部の設置・運営 
実施担当 危機管理課、総務課、消防総務課、予防課、消防署、関係機関 

 

  １ 市における措置 

  （１）災害対策本部 

    エ 非常連絡 

     災害応急対策を円滑に実施するため平常時においても体制を確立しておき、非常の際はこれに基づき速やかに行動

するものとする。市の災害対策本部における各課職員（班員）の動員の要領は次のとおりとする。 

    （ア）配備の編成 

       各班の班長（課長等）は、小牧市非常配備基準に基づき、あらかじめその配備につく職員を定め、職員にその

旨を徹底するとともに、非常配備につく職員の氏名を市長公室長に報告するものとする。 

    （ウ）非常連絡並びに動員 

      ① 消防署の通信担当職員が、県より非常配備に該当する地震情報等を受領したときは、直ちに市長公室長及び

必要と認める上司に報告し、その指示を受けなければならない。 

      ② 担当職員は市長公室長及び必要と認める上司から報告に対する指示を受けたとき、又は当該指示を受ける以

前であっても状況により自ら必要と判断したときは、速やかに各課伝達責任者に対し電話連絡を依頼する等必

要な措置をとるものとする。 

    （オ）職員の動員要請 

       各部長は、災害対策活動を実施するに当たり、職員が不足し、他部の応援を必要とするときは、応援職員動員

要請書により市長公室長に通報するものとする。  

    （カ）動員状態の把握及び通報 

       各部長は第３非常配備体制に入った場合は、常に各班の職員の動員状態を把握するとともに、適時その状態を

職員動員状況通報により市長公室長に通報するものとする。 

  （２）本部員会議 

    イ 本部員会議の開催 

    （オ）本部員は会議の招集を必要と認めたときは、市長公室長にその旨を申し出るものとする。 

第２節 職員の派遣要請等 

  １ 市における措置 

  （２）他市町村の職員の派遣要請（地方自治法第252条の17） 
    ア 市長は、市の事務処理のため特別の必要があると認める場合、他の市町村長に対して、職員の派遣を要請するこ
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とができる。 

     市長は、応急措置を実施するために必要があると認めたときは、「災害時における相互応援に関する協定」（尾張

北部広域行政圏）に基づいて春日井市、犬山市、江南市、岩倉市、大口町、扶桑町に対して、応援を求めることが

できるほか「愛知県内広域消防相互応援協定書」に基づいて県内の消防機関に応援を求めることができる。また、「愛

知県緊急消防援助隊受援計画」では、愛知県を通して県外の消防機関に応援を求めることができる。 

 

 

  （３）職員派遣のあっせん要求（災害対策基本法第30条） 
     市長は、知事に対して災害対策基本法第29条の規定による指定地方行政機関の職員の派遣について、あっせんを

求めることができる。 
     また、市長は、知事に対して地方自治法第252条の17の規定による他の市町村職員の派遣について、あっせんを

求めることができる。 

 

第２章 通信の運用 

第１節 通信手段の確保 

  １ 市及び防災関係機関における措置 

  （７）非常通信 

   エ 利用者の心得 

   （ウ）非常通信はなるべく無料として取扱うようになっているが、通信系路が途中西日本電信電話株式会社回線を媒

介するとき、その他通報の取扱いに関し実費額の補償を必要とするときは、その費用を補償しなければならないこ

ともあるから、利用する無線局とあらかじめ協議しておく必要がある。 

  （10）電話、電報施設等の優先利用 

   ア 一般電話及び電報 

   （イ）非常扱いの通話 

    ⑧ 災害が発生し、又は発生することを知った者が、その災害の予防、救援に関して直接関係ある機関（消防機関、

水防機関、警察機関、災害救助機関、鉄道機関、以下同じ。）に対し行うもの。 
      なお、申し込みに当たっては、あらかじめ西日本電信電話（株）名古屋支店の承認を得た災害時優先電話から

市外局番なしの「102」番にダイヤルして、次の事項をオペレーターに告げる。 
①�  非常扱いの電話申し込みであること 
②�  登録された電話番号と機関等の名称 
③�  相手の電話番号 

     ④ 通話内容 

第４節 郵便事業の応急措置 

  １ 郵便事業の応急措置 

  （２）支店の窓口業務の維持 

    ア 被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の支店において、被災世帯に対し、通常葉書及び郵便書簡を無

償交付するものとする。 

   

第３章 情報の収集・伝達・広報 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 第２節 

被害状況等の

収集・伝達 

 

２(1) （略） 

 

２(2)・２(3)（略）  

 

第１節 地震情報等の伝達 

  １ 市における措置 

 

 

 

 

 

 

 

８４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

８６ 

 

 

 

 

 

 

８７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９１ 

 

 

 

 

 

９２ 

 

 

 

 

 

９３ 

とができる。 

    イ 市長は、応急措置を実施するために必要があると認めたときは、「災害時における相互応援に関する協定」（尾張

北部広域行政圏）に基づいて春日井市、犬山市、江南市、岩倉市、大口町、扶桑町に対して、応援を求めることが

できる。 
ウ 市長は、「愛知県内広域消防相互応援協定」に基づいて県内の消防機関に応援を求めることができる。 
エ 市長は、「愛知県緊急消防援助隊受援計画」に基づき、愛知県を通して県外の消防機関に応援を求めることがで

きる。 

  （３）職員派遣のあっせん要求（災害対策基本法第30条） 
    ア 市長は、知事に対して災害対策基本法第 29条の規定による指定地方行政機関の職員の派遣について、あっせん

を求めることができる。 

    イ 市長は、知事に対して地方自治法第252条の17の規定による他の市町村職員の派遣について、あっせんを求め
ることができる。 

 

第２章 通信の運用 

第１節 通信手段の確保 

  １ 市及び防災関係機関における措置 

  （７）非常通信 

   エ 利用者の心得 

   （ウ）非常通信はなるべく無料として取扱うようになっているが、通信系路が途中、西日本電信電話株式会社回線を媒

介するとき、その他通報の取扱いに関し実費額の補償を必要とするときは、その費用を補償しなければならないこと

もあるから、利用する無線局とあらかじめ協議しておく必要がある。 

  （10）電話、電報施設等の優先利用 

   ア 一般電話及び電報 

   （イ）非常扱いの通話 

    ⑧ 災害が発生し、又は発生することを知った者が、その災害の予防、救援に関して直接関係ある機関（消防機関、 

水防機関、警察機関、災害救助機関、鉄道機関、以下同じ。）に対し行うもの。 

      なお、申し込みに当たっては、あらかじめ西日本電信電話（株）名古屋支店の承認を得た災害時優先電話から市

外局番なしの「102」番にダイヤルして、次の事項をオペレーターに告げる。 
     ・非常扱いの電話申し込みであること 

     ・登録された電話番号と機関等の名称 

     ・相手の電話番号 

     ・通話内容 

第４節 郵便事業の応急措置 

  １ 郵便事業の応急措置 

  （２）支店の窓口業務の維持 

    ア 被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の支店及び郵便局において、被災世帯に対し、通常葉書及び郵便

書簡を無償交付するものとする。 

 

第３章 情報の収集・伝達・広報 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第２節 

被害状況等の

収集・伝達 

市 ２(1) （略） 

２(2) 行方不明者の情報収集 

２(3)・２(4)（略）  

 

第１節 地震情報等の伝達 

  １ 市における措置 



小牧市地域防災計画 ―地震災害対策計画― 平成２４年１１月 新旧対照表                                                            市長公室危機管理課 

                                                   - 7 - 

現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

  （２）地震情報を受領した市長公室長は、関係部次長と気象の状況と通報の内容を検討し、必要と認めるものについて

は市長に報告するとともに、電話・庁内放送等により職員に伝達する。 

  （３）地震情報が発表されると予想される時期に停電した場合は、市役所の防災行政無線を利用し、県から発表される

地震情報等が遅滞なく受領できるようにする。 

第２節 被害状況等の収集・伝達 

２ 市の措置 

（１）（略） 

   （追加） 

（２）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伝達系統図 
 

 

第３節 広報 

実施責任者 各機関 

実施担当 秘書広報課 

 

第４章 応援協力・派遣要請 

第１節 応援協力 

実施担当 消防署、関係各課 

第２節 救援隊等による協力 

実施担当 消防署、関係機関 

  ２ 市の措置 

  （２）応援活動部隊の野営施設又は宿泊施設及び車両等の保管場所等の活動拠点を確保する。 

  （３）消防本部庁舎において緊急消防援助隊指揮支援本部の設置・運営に協力する。 

  ３ 応援要員の受入れ体制 

    防災関係機関が災害応急対策を実施するに当たり、各機関が県外から必要な応援要員を導入した場合、知事及び派

遣先の市長は、これらの要員のための宿泊施設等について、各機関の要請に応じて、可能な限り準備するものとする。 

 

第５章 救出・救助対策 

■ 基本方針 

９３ 

 

 

 

 

 

 

９５ 

 

 

 

 

 

 

９６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９７ 

 

 

 

 

１０１ 

 

 

１０２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０９ 

  （２）地震情報を受領した市長公室長は、関係部次長と気象の状況及び通報の内容を検討し、必要と認めるものについて

は市長に報告するとともに、電話・庁内放送等により職員に伝達する。 

  （３）地震情報が発表されると予想される時期に停電した場合は、市役所の高度情報通信ネットワークを利用し、県から

発表される地震情報等が遅滞なく受領できるようにする。 

第２節 被害状況の収集・伝達 

２ 市の措置 

（１）（略） 

（２）捜索・救助体制の検討等に活用するため、市町村は、住民登録や外国人登録の有無にかかわらず、市域（海上含

む。）内で行方不明となった者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努めるものとする。

また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録や外国人登録を行っていることが判明した場合には、

当該登録地の当該市町村又は都道府県に連絡するものとする。 

（３）～（７）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伝達系統図 
 

第３節 広報 

実施責任者 各機関 

実施担当 秘書広報課、市政戦略課、協働推進課 

 

第４章 応援協力・派遣要請 

第１節 応援協力 

実施担当 危機管理課、消防署、関係各課 

第２節 救援隊等による協力 

実施担当 消防総務課、消防署、関係機関 

  ２ 市の措置 

  （２）市長は、応援活動部隊の野営施設又は宿泊施設及び車両等の保管場所等の活動拠点を確保する。 

  （３）消防署及び消防総務課は、消防本部庁舎において緊急消防援助隊指揮支援本部の設置・運営に協力する。 

  ３ 応援要員の受入れ体制 

    防災関係機関が災害応急対策を実施するに当たり、各機関が県外から必要な応援要員を導入した場合は知事及び市長

は、これらの要員のための宿泊施設等について、各機関の要請に応じて、可能な限り準備するものとする。 

 

第５章 救出・救助対策 

■ 基本方針 

愛知県 
（本庁） 
 

小牧市 

自主防災組織 

防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者 

住
民
・
公
共
的
団
体 

県尾張県民事務所 
県春日井保健所 

県尾張農林水産事務所 
県尾張建設事務所 

愛知県警察本部 小牧警察署 

指定地方行政機関 
指定公共機関 
指定地方公共機関 

愛知県 
（本庁） 
 

小牧市 

自主防災組織 

防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者 

住
民
・
公
共
的
団
体 

県尾張県民事務所 
県春日井保健所 

県尾張農林水産事務所 
県尾張建設事務所 

愛知県警察本部 小牧警察署 

指定地方行政機関 
指定公共機関 
指定地方公共機関 

方面本部（尾張県民事務所） 



小牧市地域防災計画 ―地震災害対策計画― 平成２４年１１月 新旧対照表                                                            市長公室危機管理課 

                                                   - 8 - 

現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

○ 愛知県では、発災直後に上空からの情報収集活動、救急救助活動、災害応急活動等を迅速かつ円滑に行うために、防災

航空隊を設置している。本市における災害応急対策活動の実施に当たっては、この防災ヘリコプターを活用し、迅速で円

滑に取り組みを進めるものとする。 

 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災          3日       1週間     復旧対応期 

市 （略） 
警察 （略） 
（追加）  
関係機関 （略） 

 

 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 ２（略） 第１節 

救出・救助活動 （追加）  

 

 

 

第１節 救出・救助活動 

  ２ 市における措置 

  （５）救助、救急の活動体制 

    ア 地震発生当初の活動体制 

     地震発生当初は原則として、当務の救助隊による署々周辺の救助、救急活動を行うとともに、大規模な要救助事

案の発見と、さらに受入れ病院の把握と順次広範囲の救助、救急体制をはかるものとする。 

    （ア）火災が少ない場合の体制 

       地震後の火災発生が少なく、しかも他隊で十分防ぎょ可能と判断された場合で本部の「人命救助体制に切換

え」が指示された場合に救助、救急体制に移行するものとする。 

    （イ）救助、救出事案の発見 

       救助、救出事案の発見については、出火防止広報中の車両や情報収集員、さらに参集職員、一般通行人、警

察官等あらゆる情報媒体を活用して発見に努めるものとする。 

    （ウ）活動優先 

      ①火災現場付近の優先 

      ②重傷者の優先 

      ③多数人命危険対象施設の優先 

      ④災害時要援護者の優先 

      以上の優先順位に基づき活動するものとするが、軽症者等人命に直接影響のない者についてはできる限り自主

的な処置を行わせるものとする。 

  （６）出勤途上の留意事項 

    ア 出勤途上においては相当数の負傷者と遭遇することが予想されるが、活動優先を念頭におき、毅然とした態度

で臨むものとする。また、軽症者については市民を協力させ、応急手当を実施させるものとする。 

    （ア）出勤途上に発見した火災はいち早く本部に報告するとともに、初期消火が可能な場合には市民を指揮して消

火器等を使用し消火に当たるものとする。 

    （イ）情報により出動したが、その途中において情報による救助事案よりも重度の救助事案を発見した場合は、臨

機応変に対処するものとする。 

  （７）救助現場における留意事項 

 

 

 

 

１０９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１１ 

○ 愛知県では、発災直後に上空からの情報収集活動、救急救助活動、災害応急活動等を迅速かつ円滑に行うために、防災航

空隊を設置している。救出・救助活動の実施に当たっては、この防災ヘリコプターの活用を考慮する。 

 

 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災           3日       1週間     復旧対応

期 

市 （略） 
警察 （略） 

中部地方整備局、 

高速道路会社 

○救出・救助活動拠点の確保 

関係機関 （略） 
 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 ２（略） 第１節 

救出・救助活動 中部地方整備局、 

高速道路会社 

３ 救出・救助活動拠点の確保 

 

第１節 救出・救助活動 

  ２ 市における措置 

  （５）消防署における救助、救急の活動体制 

    ア 地震発生当初は当務の消防署員による各署周辺の救助、救急活動を行うことを原則とする。さらに、大規模な要

救助事案の発見等、被害の拡大に応じた救助、救急体制確立を図るものとする。 

     

（削除） 

 

 

 

 

 

    イ 活動の優先は、次の優先性を総合的に判断して決定するものとし、軽症者等人命に直接影響のない者については

できる限り自主的な処置を行わせるものとする。 

    （ア）火災現場付近の優先 

    （イ）重傷者の優先 

    （ウ）多数人命危険対象施設の優先 

    （エ）災害時要援護者の優先 

 

  （６）救助・救急出動途上の留意事項 

    ア 出動途上においては相当数の負傷者と遭遇することが予想されるが、活動の優先事項を念頭におき、毅然とした

態度で臨むものとする。また、軽傷者については市民を協力させ、応急手当を実施させるものとする。 

    イ 出動途上に発見した火災は、いち早く通信指令室に通報するとともに、市民により初期消火が可能な場合には、

市民に指示して初期消火に当たらせるものとする。 

（削除） 

 

  （７）救助現場における留意事項 
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現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

    ア 火災現場付近の救出 

      救助事案が火災現場付近と火災現場以外の場所にあった場合は、火災現場付近（特に風下方向）を優先救助す

るものとする。 

    イ 一般市民に対する協力要請 

      原則として重傷者は救助隊が収容するものとするが、中軽傷者については一般市民に協力を求め付近の医療機

関もしくは、避難場所等に併設される応急救護所へ搬送するものとする。また、負傷者が多数で救急隊等防災関

係者で手当てしきれない場合も同様とし、早期多数の手当てができるよう努めるものとする。 

    ウ 医療チームとの連携 

      大災害発生時には、日赤医療救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が災害現場に駆けつけ傷病者に対し

て救出現場からの救命治療が行われることがある。このため、救助活動を行う者はこれらの医療チームと連携を

とり、安全に配慮しながら活動する必要がある。 

  （８）応急救護所の設置 

    ア いたるところに救急事案が発生した場合は、地域別発生度合等を勘案し、応急救護所の設置場所を選定し効率

ある負傷者の救護を行うものとする。 

    イ 応急救護所の開設に当たっては、本部へ報告するとともに医薬品の調達と搬送を依頼し、さらに医師等の派遣

を要請するものとする。 

    ウ 応急救護所を開設したときは、車載スピーカー等を使用し広報するものとする。 

    エ （略） 

  （９）救出の方法 

     要救助者の救出は、消防署救助隊が行うものとするが、消防団及び自主防災会も必要に応じてこれに協力するも

のとする。 

  （10）救助隊の編成 

     救助工作車、救急車等により編成し対応するほか、民間所有の搬送車等の協力を求め、救助救急活動に従事する。 

  （11）負傷者等の搬送 

     直接災害により負傷した者及び災害時の急病人等の搬送については、医療機関・救護所等と緊密な連絡のもとに

搬送する。 

（追加） 

 

 

  ３ （略） 

第２節 防災ヘリコプターの活用 

  １ 市における措置 

  （１）防災航空隊の活動は、ヘリコプターの特性を十分に活用する次のような活動である。 

    ア 被害状況調査等の情報収集活動 

    イ 食料、衣料その他の生活必需物品及び復旧資機材等の救援物資並びに人員等の輸送 

    ウ 災害情報、警報等の広報・啓発活動 

    エ 火災防ぎょ活動 

    オ 救急救助活動 

    カ 臓器等搬送活動 

    キ その他防災ヘリコプターによる災害応急対策が有効と認められる活動 

  （２）防災ヘリコプターの応援要請を行う際には、以下の点について愛知県防災局消防保安課防災航空グループに電話

等により速報を行ったうえで、緊急出動要請書を知事に提出する。 

  （４）要請によって知事が防災ヘリコプターを出動させるのは、次の用件の内の一つに該当するときである。 

    ア （略） 

    イ 要請のあった市町村等の消防力によっては防ぎょが著しく困難な場合 

    ウ （略） 

 

 

 

 

 

１１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

    ア 一般市民に対する協力要請 

      要救助者が多数の場合は、原則として重傷者は救助隊及び救急隊が収容するものとするが、中軽傷者については

一般市民に協力を求め、付近の医療機関もしくは避難場所等に併設される応急救護所への搬送を依頼する。また、

負傷者が多数で救急隊等で手当てしきれない場合も一般市民に協力を求める。 

    イ 医療チームとの連携 

      大災害発生時には、日赤医療救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が災害現場に駆けつけ、傷病者に対し

て救出現場からの救命治療が行われることがある。この場合は、救助活動を行う者はこれらの医療チームと連携を

とり、医療チームの安全に配慮しながら活動する。 

  （８）応急救護所の設置 

    ア いたるところに救急事案が発生した場合は、地域別発生度合等を勘案し、応急救護所の設置場所を選定する。 

    イ 応急救護所の開設に当たっては、本部へ報告するとともに医薬品の調達と医師等の派遣を要請する。 

    ウ 応急救護所を開設したときは、車載スピーカー等を使用し広報する。 

    エ （略） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

  （９）負傷者等の搬送 

     負傷者及び急病人等の搬送については、医療機関・救護所等と緊密な連絡のもとに搬送する。 

 

  ３ 中部地方整備局及び高速道路会社における措置 

    高速道路のサービスエリア等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送設備等の拠点として使用させるな

ど、拠点・救助活動への支援を行うものとする。 

  ４ （略） 

第２節 防災ヘリコプターの活用 

  １ 市における措置 

  （１）防災ヘリコプターを要請する場合は、次のような特性を踏まえて行うものとする。 

    ア 上空からの被害状況調査、情報収集活動等 

    イ 救助及び救急資機材等並びに人員等の空輸 

    ウ 上空からの災害情報、警報等の広報・啓発活動 

    エ 上空からの火災防ぎょ活動 

    オ 上空からの救急救助活動 

（削除） 

（削除） 

  （２）防災ヘリコプターの応援要請を行う際には、次の点について愛知県防災局消防保安課防災航空グループに速報を行

ったうえで、緊急出動要請書を知事に提出する。 

  （４）要請によって知事が防災ヘリコプターを出動させるのは、次の用件の内の一つに該当するときである。 

    ア （略） 

    イ 要請のあった市町村等の消防力によっては防御が著しく困難な場合 

    ウ （略） 

 



小牧市地域防災計画 ―地震災害対策計画― 平成２４年１１月 新旧対照表                                                            市長公室危機管理課 

                                                   - 10 - 

現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

第６章 消防活動・危険性物質対策 

■ 基本方針 

○ 大地震による各種災害の防止と同時多発火災の消火を基本方針とするもので、人命の安全に直接関係する地域の優先

防ぎょと市民生活に直接影響する施設等の優先防ぎょ等、消防の全機能を効率的に発揮し、実効のある消防活動を展開

し、市民の生命、身体及び財産の安全確保と被害の軽減を図るものとする。また、この種の災害においては、広報、交

通、避難、救助救護等、総合的施策との関連が極めて重要であることから、各防災関係機関との密接な連携を保ち活動

する。 

○ 消防機関は、関係消防機関と連携を保ちつつその全機能をあげて避難の安全確保を始め、重要な地域、対象物の防ぎ

ょと救助・救急及び地震による水災の防ぎょ等に当たり、激甚な大規模災害等から市民の生命、身体及び財産を保護す

る。 

 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災          3日       1週間     復旧対応期 

市 

○ 火災全体状況の把握・対応 
○大地震火災防ぎょ計画の樹立 
○広域的な消防部隊の応援要請 

○被害状況の把握及び県への連絡 
  ○応援の必要性等の県への連絡 
   ○周辺住民等への情報提供 

消防団 ○延焼火災その他災害の防ぎょ 
 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 ３(1) 火災防ぎょ計画の樹立 
３(2) 広域的な消防部隊の応援要請 

消防団 ４(1) 延焼火災その他災害の防ぎょ 

第１節 

消防活動 

市 ３(1) 被害状況の把握及び県への連絡 

３(2) 応援の必要性等の県への連絡 

 

第１節 消防活動 

１ 消防力の現況 

    大地震による火災に対応する現有消防力は、附属資料に示すとおりであるが、火災の発生件数によっては消防力が

劣勢となることが予想されるため、人命が危険にさらされる可能性が大きい地域の優先防ぎょ等、部隊の効率的な運

用によりこれを補うものとする。 

  ３ 市における措置 

  （１）火災防ぎょ計画の推進 

    ア 防ぎょ優先方策 

    （ア）避難地及び避難道路確保防ぎょの優先 

       火災が同時に多発し、早期に市民の生命に危険を及ぼすことが予想された場合は、避難者の安全確保防ぎょ

を優先とする。 

① 重要地区防ぎょの優先 
      同時に多数の延焼火災が発生した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先防ぎょし、消防効果の実をあげる。 

② 消火可能地域の優先 
      同地域に複数の火災が発生した場合は、消火可能地域を優先した防ぎょを行う。 

③ 市街地防ぎょの優先 

 

１１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 消防活動・危険性物質対策 

■ 基本方針 

○ 大地震による各種災害の防止と同時多発火災の消火を基本方針とするもので、人命の安全に直接関係する地域の優先防

御と市民生活に直接影響する施設等の優先防御等、消防の全機能を効率的に発揮し、実効のある消防活動を展開し、市民

の生命、身体及び財産の安全確保と被害の軽減を図るものとする。また、この種の災害においては、広報、交通、避難、

救助救護等、総合的施策との関連が極めて重要であることから、各防災関係機関との密接な連携を保ち活動する。 

 

○ 消防機関は、関係消防機関と連携を保ちつつその全機能をあげて避難の安全確保を始め、重要な地域、対象物の防御と

救助・救急及び地震による水災の防御等に当たり、激甚な大規模災害等から市民の生命、身体及び財産を保護する。 

 

 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災          3日       1週間     復旧対応期 

市 

○ 火災全体状況の把握・対応 
○大地震火災防御計画の樹立 
○広域的な消防部隊の応援要請 

○被害状況の把握及び県への連絡 
  ○応援の必要性等の県への連絡 
   ○周辺住民等への情報提供 

消防団 ○延焼火災その他災害の防御 
 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 ３(1) 火災防御計画の樹立 
３(2) 広域的な消防部隊の応援要請 

消防団 ４(1) 延焼火災その他災害の防御 

第１節 

消防活動 

市 ３(1) 被害状況の把握及び県への連絡 

３(2) 応援の必要性等の県への連絡 

 

第１節 消防活動 

１ 消防力の現況 

    大地震による火災に対応する現有消防力は、附属資料に示すとおりであるが、火災の発生件数によっては消防力が劣

勢となることが予想されるため、人命が危険にさらされる可能性が大きい地域の優先防御等、部隊の効率的な運用によ

りこれを補うものとする。 

  ３ 市における措置 

  （１）火災防御計画の推進 

    ア 防御優先方策 

    （ア）避難地及び避難道路確保防御の優先 

       火災が同時に多発し、早期に市民の生命に危険を及ぼすことが予想された場合は、避難者の安全確保防御を 

   優先とする。 

① 重要地区防御の優先 
   同時に多数の延焼火災が発生した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先防御し、消防効果の実をあげる。 

② 消火可能地域の優先 
   同地域に複数の火災が発生した場合は、消火可能地域を優先した防御を行う。 

③ 市街地防御の優先 
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      工場、多量危険物貯蔵施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、市街地に面する部分及び市街地

の延焼火災の防ぎょを優先し、それらを鎮圧させた後に部隊を結集し集中防ぎょを行う。また、中高層建物から

出火した場合は、人命救助を優先とした防ぎょを行う。 

④ 火災防ぎょの優先（複合災害発生時） 
      火災発生と同時に水災（地下水の噴き上げ）等が発生した場合は、原則として火災防ぎょ活動を優先とする。 

  ４ 消防団における措置 

  （１）消防団活動の基本方針 

    消防団は、地域に密着した防災関係機関として、次により出火防止をはじめとする市民指導及び現有装備を活用し

て、延焼火災その他災害の防ぎょに当たるものとする。 

    なお、激甚な大規模災害が発生した場合、指揮命令系統の途絶も考えられることから、分団は班単位で消火・救助

救急活動が行えるよう資機材等の整備を検討する。 

  （３）活動要領 

    ア 消防団員は、市民に最も密着した地域のリーダーとして災害防除に当たるものとし、活動の最大目標は、人命

救助、出火防止及び初期消火である。このことから下記の事項に留意して活動するものとする。 

    （ア）～（カ）（略） 

    （キ）消防隊が防ぎょ中に転戦命令を受けた場合、又は延焼阻止後、他の火災に転戦した場合は、残火処理に当た

るものとする。 

 

第８章 地域安全・交通・緊急輸送対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災          3日        1週間    復旧対応期 

市 
○人員・物資等の輸送手段確保 
 ○他市町村・県への調達あっせん要請 

 

 

 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

警察 ２(1) 地域安全活動の強化 

２(2) ・２(3) （略） 

第１節 

地域安全対策 

市 ３ 警察の実施する地域安全活動に対する協力 

警察 １(1) 交通規制の内容 

１(2) 交通規制の方法 

１(3) 緊急通行車両の確認等 

１(4) 自動車運転者に対する指導 

１(5) 相互協力 

１(6) 信号機の滅灯対策 

１(7) 交通情報の提供 

第２節 

交通対策 

自衛官、消防吏員 ２ 警察官がその場にいない場合の措置 

第３節 

緊急輸送道路

の確保 

道路管理者 １(1) 交通混雑・被害状況の把握と連絡体制の確立 

１(2) 災害対策用緊急輸送道路の確保 

１(3) 応急復旧活動 

第４節 

緊急輸送手段

の確保 

市 ２(1) 輸送力の確保 

 

 

 

 

 

 

 

１１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   工場、多量危険物貯蔵施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、市街地に面する部分及び市街地の延焼火

災の防御を優先し、それらを鎮圧させた後に部隊を結集し集中防御を行う。また、中高層建物から出火した場合は、人命

救助を優先とした防御を行う。 

④ 火災防御の優先（複合災害発生時） 
   火災発生と同時に水災（地下水の噴き上げ）等が発生した場合は、原則として火災防御活動を優先とする。 

  ４ 消防団における措置 

  （１）消防団活動の基本方針 

    消防団は、地域に密着した防災関係機関として、次により出火防止をはじめとする市民指導及び現有装備を活用して、

延焼火災その他災害の防御に当たるものとする。 

    なお、激甚な大規模災害が発生した場合、指揮命令系統の途絶も考えられることから、分団は班単位で消火・救助救

急活動が行えるよう資機材等の整備を検討する。 

  （３）活動要領 

    ア 消防団員は、市民に最も密着した地域のリーダーとして災害防除に当たるものとし、活動の最大目標は、人命救

助、出火防止及び初期消火である。このことから下記の事項に留意して活動するものとする。 

    （ア）～（カ）（略） 

    （キ）消防隊が防御中に転戦命令を受けた場合、又は延焼阻止後、他の火災に転戦した場合は、残火処理に当たるも

のとする。 

 

第８章 地域安全・交通・緊急輸送対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災          3日        1週間    復旧対応期 

市 

○道路被害情報の収集 
○緊急輸送道路の機能確保 
 ○情報の提供 
○人員・物資等の輸送手段確保 
 ○他市町村・県への調達あっせん要請 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

警察 ２(1) 社会秩序の維持対策 

２(2) ・２(3) （略） 

第１節 

地域安全対策 

市 ２ 警察の実施する地域安全活動に対する協力 

警察 １(1) ・１(2) （略） 

 

 

 

 

  

１(3) ・１(4) （略） 

第２節 

交通対策 

自衛官、消防吏員 ２ 警察官がその場にいない場合の措置 

道路管理者 １(1) 交通混雑・被害状況の把握と連絡体制の確立 

１(2) 災害対策用緊急輸送道路の確保 

１(3) 応急復旧活動 

第３節 

緊急輸送道路

の確保 

市 ２(1) 道路被害情報の収集 

２(2) 緊急輸送路道路の機能確保 

２(3) 情報の提供 
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第１節 地域安全対策 

２ 警察における措置 

（１）地域安全活動の強化 

ウ 被災地の混乱に乗じた集団による不法行為、生活必需物資等の欠乏に伴う悪質業者の買占め、売り惜しみ、暴

利販売等については、取り締まりを強化する。 

(追加) 

 

第２節 交通対策 

  １ 警察における措置 

  （３）緊急通行車両の確認等 

   ア 県公安委員会が災害対策基本法第76条の規定により、緊急通行車両以外の車両について通行の禁止又は制限を行

った場合、県又は県公安委員会は、同法施行令第33条の規定により緊急通行車両の確認を行う。 

   イ 緊急通行車両の届出 

     緊急通行車両であることの確認を受けようとする車両の使用者は、「緊急通行車両等確認届出書」を県又は県公安

委員会の事務担当部局等に提出するものとする。 

   ウ 緊急通行車両の標章及び証明書の交付 

     緊急通行車両であると認定したときは、県又は県公安委員会は、｢緊急通行車両確認証明書｣を、標章とともに申

請者に交付する。 

  （４）自動車運転者に対する指導 

     大震災が発生した場合は、次の「運転者がとるべき措置」について指導を徹底する。 

   ア 大地震が発生したとき 

   （ア）車を運転中に大地震が発生したとき 

     ① 急ハンドル、急ブレーキを避ける等、できるだけ安全な方法により道路の左側に停止すること。 

     ② 停止後は、カーラジオ等により継続して地震情報や交通情報を聞き、その情報や周囲の状況に応じて行動す

ること。 

     ③ 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておくこと。 

     ④ やむを得ず道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを止め、エンジンキーは

つけたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと。 

     ⑤ 駐車するときは、避難する人の通行や地震防災応急対策の実施の妨げとなるような場所には駐車しないこと。 

   （イ）避難のために車を使用しないこと。 

   イ 災害対策基本法に基づく交通規制が行われたとき 

     災害対策基本法に基づき緊急通行車両以外の車両の通行が禁止される交通規制が行われた場合、通行禁止区域（交

通の規制が行われている区域又は道路の区間をいう。） 内の一般車両の運転者は次の措置をとらなければならない。 

   （ア）速やかに車両を次の場所に移動させること。 

     ① 道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、当該道路の区間以外の場所。 

     ② 道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、当該道路の区間以外の場所。 

   （イ）速やかな移動が困難なときは、車両をできるだけ道路の左側に沿って駐車する等、緊急通行車両の通行の妨害

とならない方法により駐車すること。 

   （ウ）警察官の指示を受けたときは、その指示によって車両を移動又は駐車すること。 

  （５）相互協力 

   ア 車両の通行を禁止し又は制限する場合には、できるだけ道路管理者及び関係機関が相互に緊密な連携を保ち、適

切な交通規制を行うようにする。 

   イ 交通規制のため車両が滞留し、その場で長時間停止することになった場合は、関係機関が協力し、必要な対策を

 

 

 

 

 

１２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２８ 

 

 

第４節 

緊急輸送手段

の確保 

市 １ 輸送力の確保 

 
第１節 地域安全対策 

２ 警察における措置 

（１）社会秩序の維持対策 

ウ 災害に便乗した犯罪、生活必需物資等の欠乏に伴う悪質業者の買占め、売り惜しみ、暴利販売等については、

取り締まりを強化する。 

エ 災害に乗じたサイバー犯罪に関する情報収集及び県民に対する適切な情報提供を行うなど社会的混乱の抑制に

努める。 

第２節 交通対策 

  １ 警察における措置 

  （削除） 
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講ずるものとする。 

  （６）信号機の滅灯対策 

     信号機が停電等により滅灯した場合は、信号機電源付加、可搬式信号機等を活用する等の滅灯対策を実施し、災

害時における交通の安全を確保する。 

  （７）（略） 

   

２ 自衛官及び消防吏員における措置 

    派遣を命じられた自衛官及び消防吏員は、警察官がその場にいない場合に限り、それぞれの緊急通行車両の円滑な

通行を確保するため、同法第76条の３の規定により措置することができる。 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 緊急輸送道路の確保 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２８ 

 

 

  （３）信号機の滅灯対策 

     信号機が停電等により滅灯した場合は、信号機電源付加装置、可搬式信号機等を活用する等の滅灯対策を実施し、

災害時における交通の安全を確保する。 

  （４）（略） 

   

 

２ 自衛官及び消防吏員における措置 

    派遣を命じられた自衛官及び消防吏員は、警察官がその場にいない場合に限り、それぞれの緊急通行車両の円滑な通

行を確保するため、同法第76条の３の規定により災害時における交通規制等の措置を行うことができる。その場合、措

置命令・措置通知書により当該命令及び措置を行った場所を管轄する警察署長に直接又は警察本部交通規制課経由で通

知しなければならない。 

３ 自動車運転者の措置 

  （１）車両を運転中に大震災が発生したときは、一般車両の運転者は、次の措置をとることとし、原則として徒歩で避難

すること。 

   ア 急ハンドル、急ブレーキを避けるなど、できるだけ安全な方法により道路の左側に停止すること。 

   イ 停止後は、カーラジオ等により継続して地震情報や交通情報を聞き、その情報や周囲の状況に応じて行動すること。 

   ウ 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておくこと。 

   エ やむを得ず道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを止め、エンジンキーは付けた

ままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと。 

   オ 駐車するときは、避難する人の通行や地震防災応急対策の実施の妨げとなるような場所には駐車しないこと。 

  （２）災害対策基本法に基づき緊急通行車両以外の車両の通行が禁止される交通規制が行われた場合、通行禁止区域（交

通の規制が行われている区域又は道路の区間をいう。） 内の一般車両の運転者は、次の措置をとらなければならない。 

   ア 速やかに車両を次の場所に移動させること。 

   （ア）道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、当該道路の区間以外の場所。 

   （イ）区域を指定して交通の規制が行われたときは、道路以外の場所。 

   イ 速やかな移動が困難なときは、車両をできるだけ道路の左端に沿って駐車するなど、緊急通行車両の通行の妨害と

な  らない方法により駐車すること。 

   ウ 警察官の指示を受けたときは、その指示に従って車両を移動又は駐車すること。 

  ４ 緊急通行車両の確認等 

  （１）緊急通行車両の確認 

     県公安委員会が災害対策基本法第76条の規定により、緊急通行車両以外の車両について通行の禁止又は制限を行っ

た場合、県又は県公安委員会は、同法施行令第33条の規定により緊急通行車両の確認を行う。 

  （２）緊急通行車両の届出 

     緊急通行車両であることの確認を受けようとする車両の使用者は、「緊急通行車両等確認届出書」を、県又は県公

安委員会の事務担当部局等に提出するものとする。 

  （３）緊急通行車両の標章及び証明書の交付 

     緊急通行車両であると認定したときは、県又は県公安委員会は、｢緊急通行車両確認証明書｣を、標章とともに申請

者に交付する。 

  ５ 相互協力 

  （１）車両の通行を禁止し、又は制限する場合には、できるだけ道路管理者及び関係機関が相互に緊密な連携を保ち、適

切な交通規制を行うようにする。 

  （２）交通規制のため車両が滞留し、その場で長時間停止することになった場合は、関係機関が協力し、必要な対策を講

ずるものとする。 

第３節 緊急輸送道路の確保 

  ２ 市における措置 

  （１）道路被害情報の収集 

     巡視等の実施により、被害情報を速やかに把握する。 
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第１０章 避難者・帰宅困難者対策 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

避難の勧告・指

示 

警察（警察官） ５(1) （略） 

５(2)  法第61条による指示 

５(3) （略） 

第１節 避難の勧告・指示 

  ４ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 

（追加） 

 

８ 避難の措置と周知 

    避難の勧告もしくは指示をした者又は機関は、速やかに関係各機関に連絡するとともに、当該地域の住民に対して

その内容の周知を図るものとする。 

  （１）市民に対する周知徹底 

     避難の勧告もしくは指示者は、災害の状況及び地域の実情に応じ、対象地域の住民に、迅速・的確に伝達する。 

     伝達手段としては、ケーブルテレビ、携帯電話、広報車の巡回、警鐘、あるいは自主防災組織・自治会を通じた

電話連絡や戸別伝達によるほか、テレビ・ラジオ放送局に情報を提供し、協力を求める。 

     なお、避難の勧告・指示は、できる限り、その理由、対象地域、避難先、避難経路及び避難上の留意事項の伝達

に努める。 

  ９ 避難の誘導等 

  （１）～（３）（略） 

  （追加） 

 

第２節 避難所の開設 

  ２ 市における措置 

  （２）多様な避難所の確保 

     災害時要援護者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館やホテル等を避難所として借り上げる等、

多様な避難所の確保に努めるものとする。 

  ４ 避難所の運営 

  （４）避難者のニーズを早急に把握し、避難所における生活環境に注意を払い、良好な生活の確保に努めるとともに、

男女のニーズの違いや避難者のプライバシーの確保に配慮すること。 

  （追加） 

 

 

  （５）～（１２）（略） 

 

（追加） 

 

 

 

第１１章 水・食品・生活必需品等の供給 

■ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

１３３ 

 

 

 

 

 

１３５ 

 

 

 

１３６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３７ 

 

 

 

１３８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４１ 

  （２）緊急輸送道路の機能確保 

     管理道路における緊急輸送道路指定路線について、障害物の除去、応急復旧等を行い、道路機能を確保する。 

  （３）情報の提供 

     緊急輸送道路の確保状況、通行規制、迂回路等の情報について関係機関、道路利用者等に対して情報提供を行う。 

 

第１０章 避難者・帰宅困難者対策 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

避難の勧告・指

示 

警察（警察官） ５(1)（略）  

５(2) 災害対策基本法第61条による指示 

５(3)（略）  

第１節 避難の勧告・指示 

  ４ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 

  （４）洪水等のための立退きの指示 

     水防管理者の指示と同様 

８ 避難の措置と周知 

    避難の勧告もしくは指示をした者又は機関は、速やかに関係各機関に連絡するとともに、当該地域の住民に対してそ

の内容の周知を図るものとする。 

  （１）市民に対する周知徹底 

ア 避難の勧告もしくは指示者は、災害の状況及び地域の実情に応じ、対象地域の住民に、迅速・的確に伝達する。 

    イ 伝達手段としては、ケーブルテレビ、携帯電話、広報車の巡回、地震防災信号（サイレン）、あるいは自主防災

組織・自治会を通じた電話連絡や戸別伝達によるほか、テレビ・ラジオ放送局に情報を提供し、協力を求める。 

    ウ 避難の勧告・指示は、できる限り、その理由、対象地域、避難先、避難経路及び避難上の留意事項の伝達に努め

る。 

  ９ 避難の誘導等 

  （１）～（３）（略） 

  （４）県警察は、被災時における混乱を防止し、避難を容易にするため、広域避難場所及びその周辺道路における交通規

制を可能な限り実施しておくものとする。 

第２節 避難所の開設 

  ２ 市における措置 

  （２）多様な避難所の確保 

     災害時要援護者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所として

 借り上げる等、多様な避難所の確保に努めるものとする。 

  ４ 避難所の運営 

  （４）避難者のニーズを早急に把握し、避難所における生活環境に注意を払い、良好な生活の確保に努めるとともに、避

難者のプライバシーの確保に配慮すること。 

  （５）避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものと

する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所におけ

る安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努めるものとする。 

  （６）～（１３）（略） 

  ５ 災害救助法の適用 

    災害救助法が適用された場合、市における措置は県が実施機関となるが、当該事務は市長への委任を想定しているた

め、直接の事務は、市で行う。 

    なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細則による。 

 

第１１章 水・食品・生活必需品等の供給 

■ 基本方針 
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（追加） 

 

 

 

第１節 給水 

  ５ 応援体制 

  （１）市は、市独自で飲料水の供給が困難であるときは、小牧市管工事業協同組合の他、水道災害応援締結水道事業者

及び他市町村又は県へ飲料水の供給の実施又はこれに要する要員及び給水資機材につき応援を要求する。また、小

牧市水道事業地震防災応急対策要綱に基づいて措置を講じるものとする。 

 

６ 非常用水源の確保 

  （２）非常用水源の確保 

    ア 最寄りの利用可能水源の利用 

     最寄りの水道水源あるいは最寄りの水道施設から路上配管等により応急給水する。 

    イ～エ（略） 

    （追加） 

 

 

 

 

第１２章 環境汚染防止及び廃棄物処理対策 

■ 基本方針 

○ 市は、被災状況を的確に把握して適切な措置を講ずるとともに、環境調査・モニタリング等を迅速に実施する。 

○ 災害地から排出されたし尿及びごみを迅速に収集、処分して環境衛生の保全を図ることについて定めるものとする。 

 

第２節 廃棄物処理計画 

 ２ 市における措置 

 （６）産業廃棄物の処理 

  （図中） 

   県民事務所 

 

第１３章 遺体の取扱い 

第１節 遺体の捜索 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、消防署 

第２節 遺体の処理 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、消防署 

第３節 遺体の埋火葬 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、消防署 

 

 

 

 

 

 

１４２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４６ 

 

 

 

 

 

 

１４８ 

 

 

 

 

１４９ 

 

 

 

 

１５０ 

 

 

 

 

１５１ 

 

 

 

○ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達・供給に留意するものと

する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するものとする。 

○ 被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、

飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮するものとする。 

 

第１節 給水 

  ５ 応援体制 

  （１）市は、市独自で飲料水の供給が困難であるときは、小牧市管工事業協同組合の他、水道災害応援締結水道事業者及

び他市町村又は県へ飲料水の供給の実施又はこれに要する要員及び給水資機材につき応援を要請する。また、小牧市

水道事業地震防災応急対策要綱に基づいて措置を講じるものとする。 

６ 非常用水源の確保 

  （２）非常用水源の確保 

    ア 最寄利用可能水源の利用 

     最寄水道水源あるいは最寄水道施設から路上配管等により応急給水する。 

    イ～エ（略） 

    オ プール、ため池、沈殿池、河川の利用 

    （ア）比較的汚染の少ない水源をあらかじめ選定しておき、あらかじめ公的機関等による水質検査を受けること。 

    （イ）飲料水等の清浄な水が必要とされる場合は、ろ水機等で処理をしたのち、塩素剤により滅菌して応急給水する

こと。 

 

第１２章 環境汚染防止及び廃棄物処理対策 

■ 基本方針 

○ 市は、被災状況に即した廃棄物の処理を迅速に実施する。 

（放射性物質及び原子力災害については、「風水害・原子力等災害対策編第３編第１８章放射性物質及び原子力災害応急対策」

で対応する。） 

第２節 廃棄物処理計画 

 ２ 市における措置 

  （６）産業廃棄物の処理 

   （図中） 

    尾張県民事務所 

 

第１３章 遺体の取扱い 

第１節 遺体の捜索 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、消防署、関係機関 

第２節 遺体の処理 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、関係機関、小牧警察署 

第３節 遺体の埋火葬 

実施責任者 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事から通知された市長） 

警察 

実施担当 市民課、関係機関 
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第１５章 ライフライン施設の応急対策 

第２節 ガス施設対策 

 ２ 東邦瓦斯株式会社における措置 

 （４）応援要請 

   被害の程度に応じて、（社）日本ガス協会に要請して他ガス事業所の応援を受ける。 

第３節 上水道施設対策 

実施責任者 各機関事業者 

実施担当 上下水道部 

 

第１６章 住宅対策 

■ 主な機関の措置 

第４節 

応急仮設住宅の

建設 

 市 ２（１）～２（３）（略） 

（追加） 

第４節 応急仮設住宅の建設 

２ 市における措置 

（１）～（３）（略） 

   （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４編 災害復旧 

第１章 民生安定のための緊急措置 

■ 基本方針 

（追加） 

 

 

 

 

１５９ 

 

 

 

 

１６０ 

 

 

 

 

１６４ 

 

 

 

１６６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７６ 

 

 

 

 

第１５章 ライフライン施設の応急対策 

第２節 ガス施設対策 

 ２ 東邦瓦斯株式会社における措置 

 （４）応援要請 

   被害の程度に応じて、一般社団法人日本ガス協会に要請して他ガス事業所の応援を受ける。 

第３節 上水道施設対策 

実施責任者 各機関事業者 

実施担当 水道課 

 

第１６章 住宅対策 

■ 主な機関の措置 

第４節 

応急仮設住宅の

建設 

 市 ２（１）～２（３）（略） 

２（４）被災者の収容及び管理運営 

第４節 応急仮設住宅の建設 

２ 市における措置 

（１）～（３）（略） 

   （４）被災者の収容及び管理運営 

 被災者の応急仮設住宅への収容とその管理運営は、次のとおりとする。 

   ア 収容対象者 

     地震災害により被災し、次のいずれにも該当する者とする。 

   （ア）住家が全壊、全焼又は流出した者であること。 

   （イ）居住する住家がない者であること。 

   （ウ）自らの資力をもってしては、住宅を確保することができないものであること。 

     例示 

      ○生活保護法の被保護者並びに要保護者 

      ○特定の資産を持たない高齢者、障害者、母子世帯、病弱者等 

      ○上記に準ずる者 

   イ 入居者の選定 

     応急仮設住宅の入居者の選定については、県が行う救助の補助として当市に委託し、当市がこれを行う。 

    なお、収容にあたっては災害時要援護者に十分配慮する。 

ウ 管理運営 

（ア） 応急仮設住宅の管理運営については、県が行う救助の補助として県から委託され、これを行う。 

   （イ） 応急仮設住宅は、被災者に対しての一時的居住の場所を与えるための仮設建設であることを考慮し、使用目

的に反しないよう適切に管理する。その際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死やひきこもりな

どを防止するための心のケア、入居者によるコミュニケーションの形成及び運営に努めるとともに、女性の参

画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。また、必要に応じて、応

急仮設住宅におけるペットの受入れに配慮するものとする。 

 

第４編 災害復旧 

第１章 民生安定のための緊急措置 

■ 基本方針 

○ 暴力団による義援金等の不正受給、復旧・復興事業への参入・介入等を防止するため、県警察と関係機関が連携して暴

力団排除活動に努めるものとする。 

 

 



小牧市地域防災計画 ―地震災害対策計画― 平成２４年１１月 新旧対照表                                                            市長公室危機管理課 

                                                   - 17 - 

現          行（平成２４年４月修正） ペー

ジ 改          正          案 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 １ 応急仮設住宅の建設 

（追加） 

第２節 

住宅対策 

住宅金融支援機

構東海支店 

２ 住宅相談所の設置及び貸付金の返済猶予等 

 

 

 

  

第２節 住宅対策 

  １ 市における措置 

   自己の資力では住宅の再建が困難な者に対する居住の安定を図るため、市は公営住宅法に基づき災害公営住宅を建設

するものとする。 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 震災復興都市計画の決定手続き 

■ 基本方針 

 ○ 大地震により大規模に被災した地区で、緊急かつ円滑に都市を復興するための震災復興都市計画は、県及び市町村と

の緊密な連携のもとに、「緊急復興都市計画整備地区」の指定を行い、その指定の後、建築基準法、被災市街地復興特別

措置法、都市計画法に基づき、手続きを実施する。 

 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

緊急復興都市計

画整備地区の指

定 

市 １(1) 市街地の被災状況把握 

１(2) 緊急復興都市計画整備地区（案）の作成及び県への提

出 

第２節 

建築基準法第８

４条（被災市街

地における建築

制限）の指定 

特定行政庁 建築基準法第８４条の区域（被災市街地における建築制限）

の指定 

 

１７６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

市 １（1） 応急仮設住宅の建設 

１（2）災害公営住宅の建設 

１（3）被災住宅等の復旧相談 

第２節 

住宅等対策 

住宅金融支援機

構東海支店 

２ 住宅相談所の設置及び貸付金の返済猶予等 

第３節 

暴力団等への対

策 

市 １（1）復旧・復興事業からの暴力団排除 

１（2）公の施設からの暴力団排除 

第２節 住宅等対策 

  １ 市における措置 

  （１）災害公営住宅の建設 

    自己の資力では住宅の再建が困難な者に対する居住の安定を図るため、市は公営住宅法に基づき災害公営住宅を建設

するものとする。 

  （２）被災住宅等の復旧相談 

    被災した住宅・建築物の所有物に対して、補修・復旧方法等についての技術的な助言をし、効率的かつ効果的な再建

を支援する。 

第３節 暴力団等への対策 

実施担当 関係各課 

  １ 市における措置 

  （１）復旧・復興事業からの暴力団排除 

    復旧・復興事業については、暴力団等の参入・介入を防止するために、暴力団排除条項を積極的に活用するなど暴力

団排除活動を徹底する。 

  （２）公の施設からの暴力団排除 

    被災者支援施策として県及び関係市町村が行う公営住宅、公営施設の提供から暴力団員を排除するために、契約書に

暴力団排除条項を整備するなど必要な措置を講ずる。 

 

第３章 震災復興都市計画の決定手続き 

■ 基本方針 

 ○ 県及び市町村は、地震の発生により都市基盤が脆弱な市街地が大規模に被災した場合などに、緊急かつ円滑に市街地を

復興するため、建築基準法、被災市街地復興特別措置法、都市計画法に基づく建築制限を行いながら、地域住民との合

意形成を図り、計画的な市街地の整備事業を進める。（手続きの詳細は、「愛知県震災復興都市計画の手引き」を参照す

る。） 

 

■ 主な機関の措置 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

第一次建築制限 

市 １(1) 市街地の被災状況把握 

１(2) 建築基準法第８４条の区域（案）の作成及び県への申

出 

１(3) 市町村都市復興基本方針の策定と公表 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） （削除） 
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第３節 

被災市街地復興

推進地域の都市

計画決定 

市 被災市街地復興推進地域の都市計画決定 

第４節 

復興都市計画事

業の都市計画決

定 

市 復興都市計画事業の都市計画決定 

 

第１節 緊急復興都市計画整備地区の指定 

 １ 市における措置 

 （１）県と連携し、市街地の被災状況を把握する。 

 （２）被災状況を踏まえ、被災後10日を目途に緊急復興都市計画整備地区の案を、原則として市が作成し、県都市計画課

（又は建設事務所都市計画担当課）に提出する。 

 

第２節 建築基準法第８４条（被災市街地における建築制限）の指定 

  市街地に災害のあった場合において、都市計画又は土地区画整理法による土地区画整理事業のため必要と認めるとき

は、特定行政庁（建築主事を置く市町村の区域については当該市町村の長をいい、その他の区域については都道府県知事

をいう。）は、原則として「緊急復興都市計画整備地区」を建築基準法第８４条の区域（災害が発生した日から一月以内

の期間を限り、その区域内における建築物の建築を制限し、又は禁止することができる。更に一月を超えない範囲内にお

いて期間を延長することができる。）に定める。 

第３節 被災市街地復興推進地域の都市計画決定 

（追加） 

 

 

 

 

 

建築基準法第84条の区域指定の後、市が都市計画に、被災市街地復興特別措置法（平成七年法律第十四号）第五条第一

項の規定による被災市街地復興推進地域を定めるものとする。 

復興推進地域が決定されると、無秩序な建築等による防災上及び環境上、不良な市街地の再生を防止するため、一定期

間（災害の発生した日から最長２年以内の日まで）、建築行為等の制限が行われる。 

第４節 復興都市計画事業の都市計画決定 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

市は、被災市街地復興推進地域を都市計画決定した後、復興都市計画事業の都市計画決定や市街地開発事業の施行等必

要な措置を講ずる責務が課されている。その計画策定に当たっては、被災者の生活再建に十分配慮し、できるだけ速やか(被

災後６ヶ月を目途)に行うこととする。 

 

第５編 東海地震に関する事前対策 

第２章 地震災害警戒本部の設置等 

第２節 警戒宣言発令時の情報伝達 

１８４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９０ 

 

第２節 

第二次建築制限 

 

 

市 １ 市町村都市復興基本計画（骨子案）の策定と公表 

２ 被災市街地復興推進地域の都市計画決定 

第３節 

復興都市計画事

業の都市計画決

定 

市 １ 市町村都市復興基本計画の策定と公表 

２ 復興都市計画事業の都市計画決定 

 

第１節 緊急復興都市計画整備地区の指定 

 １ 市における措置 

 （１）市街地の被災状況を把握する。 

 （２）被災状況を踏まえ、建築基準法第８４条の区域の案を作成し、発災後１０日以内に県（建築指導課）に申し出を行う。 

 （３）市は、発災後１４日以内に、第一建築制限の設定方針を踏まえ、都市復興の理念や目標等、都市の復興に当たっての

大まかな方向性を示した基本方針を策定する。 

 （削除） 

 

 

 

 

 

第２節 第二次建築制限 

 １ 都市復興基本計画（骨子案）の策定と公表 

県及び市は、基本方針を踏まえた上で発災後２ヶ月以内に、都市復興の骨格部分の考え方を示した基本計画（骨子案）

を策定する。県都市復興基本計画（骨子案）は、市町村都市復興基本計画（骨子案）に先立ち、策定と公表する。 

基本計画（骨子案）は、発災後２ヶ月で地域住民と行政の都市復興に関する合意形成を推進させ、後の都市計画事業決

定の[手続き等を円滑にし、被災地の迅速な復興を推進するために策定する。 

 ２ 被災市街地復興推進地域の都市計画決定 

建築基準法第84条の区域指定の後、市が都市計画に、被災市街地復興特別措置法（平成七年法律第十四号）第五条第一

項の規定による被災市街地復興推進地域を定めるものとする。 

復興推進地域が決定されると、無秩序な建築等による防災上及び環境上、不良な市街地の再生を防止するため、一定期

間（災害の発生した日から最長２年以内の日まで）、建築行為等の制限が行われる。 

第３節 復興都市計画事業の都市計画決定 

 １ 都市復興基本計画の策定と公表 

県及び市は、復興都市計画事業等の都市計画決定に先立ち、都市復興基本計画（都市復興マスタープラン）を策定・公

表する。 

市は都市復興基本計画（骨子案）の内容を基本として、各地区の復興都市計画事業等の検討状況、見通しスケジュール

等を反映して都市復興基本計画を策定する。 

 ２ 復興都市計画事業の都市計画決定 

市は、被災市街地復興推進地域を都市計画決定した後、復興都市計画事業の都市計画決定や市街地開発事業の施行等必

要な措置を講ずる責務が課されている。その計画策定に当たっては、被災者の生活再建に十分配慮し、できるだけ速やか(被

災後６ヶ月を目途)に行うこととする。 

 

 

第５編 東海地震に関する事前対策 

第２章 地震災害警戒本部の設置等 

第２節 警戒宣言発令時の情報伝達 
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 １ 警戒宣言等の伝達系統 

 （１）東海地震に関連する情報（東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に関連する調査情報(臨時)） 

   （図中） 

    県民事務所 

 （２）警戒宣言 

   （図中） 

    県民事務所 

第４節 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等 

 １ 収集・伝達系統 

   （図中） 

 

 

 

第３章 発災に備えた資機材、人員等の配備の手配 

第２節 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配備 

実施担当 道路課、上下水道部、総務課、廃棄物対策課、リサイクルプラザ、保健センター、市

民病院、消防署、各事業所 

 

第４章 発災に備えた直前対策 

第４節 道路交通対策 

  １ 県公安委員会における措置 

  （２）交通規制の内容 

   イ 広域交通規制 

     広域交通規制道路 

国道 １号、19号、23号、41号、42号 

高速道路 中央自動車道西宮線（名神高速道路を除く） 
 中央自動車道西宮線（名神高速道路） 
 第一東海自動車道（東名高速道路） 
 東海北陸自動車道 
 名古屋高速道路 
 東海環状自動車道 
 第二東海自動車道横浜名古屋線（伊勢湾岸自動車道） 
 伊勢湾岸道路 
 近畿自動車道（伊勢湾岸自動車道） 
 近畿自動車道（東名阪自動車道） 

 

 

 

 

 

 

第６章 他機関に対する応援要請 

第２節 自衛隊の地震防災派遣依頼 

実施担当 交通防犯課、自衛隊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９４ 

 

 

 

 

 

１９７ 

 

 

 

 

 

２０５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１８ 

 

 

 １ 警戒宣言等の伝達系統 

 （１）東海地震に関連する情報（東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に関連する調査情報(臨時)） 

   （図中） 

    東三河総局・県民事務所等 

 （２）警戒宣言 

   （図中） 

    東三河総局・県民事務所等 

第４節 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等 

 １ 収集・伝達系統 

   （図中） 

 

 

 

第３章 発災に備えた資機材、人員等の配備の手配 

第２節 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配備 

実施担当 道路課、水道課、総務課、廃棄物対策課、リサイクルプラザ、保健センター、市民病

院、消防署、各事業所 

 

第４章 発災に備えた直前対策 

第４節 道路交通対策 

  １ 県公安委員会における措置 

  （２）交通規制の内容 

   イ 広域交通規制 

     広域交通規制道路 

国道 １号、19号、22号、23号、41号、42号 

高速道路 中央自動車道西宮線（名神高速道路を除く） 
 中央自動車道西宮線（名神高速道路） 
 第一東海自動車道（東名高速道路） 
 東海北陸自動車道 
 名古屋高速道路 
 東海環状自動車道 
 第二東海自動車道横浜名古屋線（伊勢湾岸自動車道） 
 伊勢湾岸道路 
 近畿自動車道（伊勢湾岸自動車道） 
 近畿自動車道（東名阪自動車道） 
 名古屋第二環状自動車道 
 知多半島道路 
 南知多道路 
 知多横断道路 
 中部国際空港連絡道路 

 

第６章 他機関に対する応援要請 

第２節 自衛隊の地震防災派遣依頼 

実施担当 交通防犯課 
 

方面本部 
（県民事務所等） 

方面本部 
（東三河総局・県民事務所等） 
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